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地層処分からみた日本列島の隆起・侵食に関する研究 
 

藤原 治*1 柳田 誠*2 三箇智二*3 守屋俊文*4   

 
 
日本における地層処分の観点から，隆起運動や侵食作用の捉え方とその研究の重要性について整理した．隆起・沈降・

侵食の速さ，規模（時間・空間的広がりなど），メカニズムなどを地形や地層から読み出す方法論の整備を含めた基礎研

究が，これらの地質現象の予測をする上で不可欠である．また，科学的な根拠に基づいて隆起・沈降・侵食の発生（時

期や規模）と，それらによる地質環境への影響（程度と範囲）を予測する技術の開発も重要である．基礎研究から応用

技術まで，学際的な研究分野が相互に理解し合い，成果をフィードバックしていくことがバックエンド研究の進展に重

要である． 
Keywords：地層処分，年代推定，隆起，侵食，将来予測 
 

This paper reviews the present state of researches on tectonic uplift and denudation, and shows perspective goals and direction of 
future researches from the viewpoint of geological disposal of HLW in Japan. Detailed history of tectonics and denudation in 
geologic time scale, including the rates, temporal and spatial distributions and processes, reconstructed from geologic and 
geomorphologic evidences will enable us to make the geological predictions. Improvements of the analytic methods for the 
geological histories, e.g. identification of the tectonic and denudational imprints and age determinations, are indispensable for the 
accurate prediction.  

Developments of the tools and methodologies for assessments of the degree and extension of influences by the tectonic uplift, 
subsidence and denudation on the geological environments such as ground water flows are also fundamental problem in the study 
field of the geological disposal of HLW ． 

Collaboration of scientific researches using the geological and geomorphological methods and applied technology, such as 
numerical simulations of ground water flows, is important in improving the safety and accuracy of the geological disposal of HLW． 
Keywords: tectonic uplift, denudation, age estimation, geological disposal, geological prediction 
 
 

1 はじめに 

 
日本列島は中緯度のプレート収斂境界に位置すること

から，地殻変動が活発で降水量が多く，これらに起因す

る侵食も盛んである．こうした現象が累積すると，地形

や地層の分布状態や構造が変化し，地下水流動などの地

質環境にも影響が生じる可能性がある[1]．そのため，放

射性廃棄物を地層処分するための安全性を確保するには，

将来に生じうる隆起・沈降や侵食などの規模や，それら

による地質環境への影響の度合いを適切に予測し，対策

を講じておく必要がある． 
このような地質現象について将来を直接予測すること

は不可能であるが，過去の履歴を詳しく調べることで，

将来発生する現象をある程度予測し，それに基づいて安

全のための対策を施すことは，ある程度可能と考えられ

る．過去の地殻変動や侵食・堆積作用について，その履

歴を如何に詳しく復元出来るかが，地質環境の長期予測

の確からしさに関わっている．このような研究では，ま

ず，過去に生じた自然現象の特徴を詳しく調査し，その

現象が発生してから地質環境に影響を及ぼすに至るまで

のプロセスを理解しておく必要がある．しかし，これら

の自然現象は人間からみれば非常に長い地質時代に時間

をかけて生じるため，最近約 100 年間の観測データだけ

では将来予測に必要なデータを得ることは難しい． 
隆起・沈降・侵食・堆積などの作用は，その速さや規

模によって特徴的な地形や地層（あるいは地質構造）を

形成する．たとえば，地殻変動によって作られる地形は

変動地形[2]と呼ばれる．このような自然現象は，背景と

なる地殻変動，気候変動，海面変動によって異なる現わ

れ方をする．また，対象とする時間の長さによっても現

象の現れ方が異なる．従って，対象とする自然現象の種

類や期間に見合った研究方法が必要である．地層処分技

術の開発においては，将来数万年から 10 万年程度の期間

の予測が求められるので，それに見合った長さの期間（地

質時代としては第四紀の約 170 万年間を目安）を対象と

する必要がある．ただし，テクトニクスの変遷と関連し

て，かつては沈降していた場所がやがて隆起に転じるよ

うな現象もあり，こうした現象の予測にはより長期間（遠

い過去まで遡った）を対象とした研究が必要である．  
このレビュー論文では，地層処分にかかわる隆起・沈

降に関する研究の重要性との到達点，そして今後の展望

にについて整理した．本論では，原子力研究者（多くは

工学系研究者であろう）への研究の紹介と解説を主眼と

しつつも，地学分野の研究者に対する研究の需要の提起

も意図した．個々の研究内容の詳細については，できる

だけ多くの文献を引用したので，それらを参照されたい．  
本論ではまず，日本列島の隆起や侵食などに関してど

のような地形や地層の記録があり，それぞれがどのよう

な特徴を持ち，どのような研究がなされてきたか，を短

く述べる．次に，これらの研究で明らかになった問題点

と課題を整理する．最後に，こうした自然科学の研究が 
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地層処分技術とどのようにリンクするかについて検討す

る． 
 

2 研究の現状と課題 
 
2.1 隆起・沈降速度の研究例 
日本列島には，地殻変動を反映した様々な地形や地層，

活断層，火山などが密に分布している．地殻変動の速度

については広域火山灰の発見と火山灰層序の充実[3]など

によって段丘や地層の対比精度が向上したことで，定量

的な解析が進んでいる[4]．また，活断層の分布や活動性

に関する情報の充実[5, 6]によって，山地，盆地の形成と

断層活動との関連についての議論などが可能になってき

た[7]．さらに，陸上だけでなく日本列島周辺の海底につ

いても活構造やネオテクトニクスに関するデータの蓄積

が進んでいる[8]．次に，これらの研究の特徴を地殻変動

の解読に主に用いる証拠の種類によって，地形学的方法

と地質学的方法に分けて述べる．これらの方法の特徴を

まとめて Table 1 に示す．  
1) 地形学的手法 

隆起・沈降速度の推定には，変動量を算定する基準に

よっていつかの異なる研究手法が試みられてきた[9]．海

岸部に発達する海成段丘は，隆起速度の優れた指標であ

り，特に，海洋酸素同位体ステージ（以下，MIS）5e に

形成された海成段丘は日本列島のほぼ全域に分布し，そ

の旧汀線高度の分布は過去約 12.5 万年間の隆起量（速度）

の分布を近似的に表している[4, 10, 11]．時代が古くなる

につれて侵食のために海成段丘の保存は悪くなるので，

長い期間の隆起速度の推定は難しくなる．それでも，三

陸海岸など一部の地域では，MIS9（約 32 万年前），ある

いはより古い時代に形成された海成段丘が残っている．

そうした地域ではほぼ一定速度で隆起が継続しているこ

とが推定されている[4]． 
これに対して，内陸部では隆起速度を定量的に推定す

る証拠が乏しい．第三紀末に形成されたと想定される“侵

食小起伏面”や第四紀層と第三紀層の境界を基準面とし，

それらの現在の高度分布を第四紀における垂直変動量と

して，隆起・沈降量分布図が描かれたこともある[12]． 
日本における河岸段丘の成因は，周期的に訪れた氷

期・間氷期による気候変動と海面変動で説明されている．

よく知られているモデルは，間氷期には山間部で侵食が

活発化して多量の土砂が生産され，それが海岸部で堆積

するのに対して，氷期には山間部では河床における堆積

が相対的に卓越し，海岸部では海面低下に応じて侵食が

起こると言うものである[14]． 
東北日本，中部日本の主な河川には最終氷期に形成さ

れた砂礫層からなる段丘が連続的に良く残っている．そ

して，これら氷期の段丘砂礫の下には最終間氷期(MIS5)
に侵食で作られた谷が埋没している．この埋没谷底と現

在の河床は，ともに間氷期（後氷期）に形成された地形

なので，類似の環境条件したでは河床形態も良く似た形

態になると仮定すると，埋没谷底と現河床の比高は，そ

Table 1 Representative methods for estimating the rates of uplift and subsidence 
 

変動の基準 対象期間 年代推定法 事例（主な文献と場

所） 

日本列島での適用性と

問題点 

海成段丘 約 32 万年間 火山灰層序な

ど 

[4]など；全国を対象 ◎：精度がよいのは

125ky まで 

河岸段丘 約 10 万年間 火山灰層序な

ど 

[15, 21]など；全国を

対象 

○：山間部では誤差が

大きい 

前浜堆積物 主に完新世，

又は約 12 万

年間 

14C 年代測定，

火山灰層序な

ど 

[22, 23, 25]；房総半島 ○：変動量の分解能は

高い，海浜平野で有効

地層の堆積曲線 主に完新世 14C 年代測定 [26,27]；房総半島，

[28]；濃尾平野 

○：相対的海水準変動

と地層の発達過程の正

確な復元が必要 

反射法断面 主に新第三紀

以降 

放射年代測定，

微化石層序，火

山灰層序など 

[7]など；全国の平野

や盆地 

○：時間・空間分解能

が必ずしも高くない  
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の間の約 10 万年間の隆起量を示すとされる[13, 15]．さら

にその考えを発展させ，最終氷期(MIS2)と一つ前の氷期

(MIS6)に形成された河岸段丘は，ともに類似の気候条件

化で形成されたものであるから，河川の状況や縦断形が

類似しているとみなし，両者の比高から過去 10 万年間程

度の隆起速度を算定する方法（TT 法）なども提案されて

いる[16]．この方法はいくつかの地域に適用され，東北地

方[17, 18]，関東地方[19]，北海道東部[20]などで隆起速度

の推定に活用されている．また，より古い時代への応用

も試みられている[21]． 
このような隆起速度の推定手法を，四国南岸（室戸）

から瀬戸内（高松）への南北地形断面を例に，Fig. 1 に示

した．海岸部では海成段丘の高度，主要河川の中－下流

では河岸段丘の比高（TT 法）が隆起量の指標となる．一

方，山地の内部では地形的な指標が少ない．山地の両側

で河岸段丘が山頂方向へ傾動していることから，山頂で

はより大きな隆起速度が推定されるが，正確な値を求め

ることは困難である．  
こうした地形学的な方法によるデータを総合して，全

国を対象に最近約 10 万年間の隆起・沈降量分布図も試作

されている[22]．海岸部では MIS5e 段丘，平野から河川

中流部では TT 法，さらに内陸部では周辺で得られた隆

起速度を内挿・外挿するなどして隆起速度を推定してい

る．この図をカラー表示にし，日本列島の地形陰影図と

重ねて示す(Fig. 2)と，最近の地質時代における隆起(一部

では沈降)の速さと，大局的な地形や構造線との対応が分

かる． 
2) 地質学的手法 
沖積層や海浜堆積物などの新しい時代の堆積物に覆わ

れる地域では，地殻変動の量や速度を地形学的な手法だ

けで推定することは出来ない．そこで，地表および地下

の地層に記録された情報をも活用する必要がある．地層

がいつ，どこで，どのようにして形成されたかを詳しく

理解することで，地形学的な方法よりも高精度で隆起・

沈降運動を解析できることもある．波打ち際で形成され

た地層（前浜堆積物）は，堆積構造や上下の地層との累

重関係などの特徴から他の成因による地層とかなり確実

に識別できる．また，それは海面とほぼ同じ高度で形成

されたことが明らかなので，離水後の地殻変動量を推定

する優れた指標となる．最終間氷期に堆積した前浜堆積

物が広く分布する関東平野東部では，この地層の高度分

布データから，最終間氷期以降（約 12.5 万年間）の隆起

量の分布と傾動運動や活構造の特徴などについて議論さ

れている [23, 24]． 
また，海岸部の完新統を貫くボーリングコアに多数の

14C 年代測定値を入れ，堆積相解析[25]と組み合わせるこ

とにより，海水準変動や地殻変動に対応した地層の形成

プロセスを詳細に議論できるようになってきた．こうし

た研究によって，例えば，完新世に生じた地震性隆起・

沈降の時期や規模を解読する試みが，九十九里浜[26]，三 

 
 

Fig. 1  Methods for estimating the uplift rates 
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浦半島[27]，房総半島東岸[28]，濃尾平野[29]などで行わ

れている． 
反射法音波探査は，厚い堆積層が分布する平野，盆地

および海底の地下構造を断面として捉えるのに優れた方

法である[30]．近年ではその結果をボーリングデータなど

と組み合わせて，詳しい地下の地質断面の解釈が可能に

なっている[31]．そうした地質断面に見られる地層の変形

の累積状態を解析することで，褶曲や断層などの活動開

始時期の推定や，活構造の成長履歴の解読が行われてい

る [7, 32]．濃尾平野の例ではボーリングコアの堆積相，

年代測定，反射法地震探査の組み合わせにより，過去 90
万年にわたる傾動（平均 0.86×10-4/千年）や沈降（最大

1.1 m/千年）の履歴が解読されている[33, 34]．  
上記のような地質断面にシーケンス層序学の解釈[35, 

36]を導入すると，堆積相の種類と重なり方などから，相

対的海水準の変動が復元される．相対的海水準変動は，

主に氷床の消長による世界的な海水準変動（ユースタシ

ー）と，堆積場周辺での地殻変動が重なったものである．

堆積シーケンスが示す相対的海水準変動から，ユースタ

シーを分離できれば，地殻変動を近似的に求めることも

可能と考えられる[37]．この方法はまだ完全には成功して

いないが，今後発展が期待される．  
こうした地質学的手法の改良には，地震性地殻変動な

どの種々の地質学的イベントがどのように地層中に記録

されるかを理解することが重要である[38]．完新統は，14C
年代測定によって堆積年代を精度よく推定できるので，

地層の発達過程などを理解するのに良い材料である[39]．
特に，日本列島の海岸平野に堆積している最上部更新統

～完新統には，一般に一回の海進・海退サイクルが認め

られるので，海水準変動にともなう地層と地形の形成プ

ロセスを研究するのに非常に適したフィールドである

[40-44]． 
 
2.2 侵食速度の研究例 
侵食速度の推定には対象とする期間の長さや地域によ

って，様々な調査・研究手法が試みられている（Table 2）．
良く使われるのはダム堆砂量のデータで，ダム湖の完成

時以降に堆積した土砂の量と，経過時間から流域におけ

る土砂生産速度（侵食速度）を算定する[45, 46]．この方

法はダム集水域という地形，気候，地質などの情報が明 

 
 

Fig. 2  Regional distribution of uplift rates during the last 100,000 years in Japan 
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確な流域を対象とするので，流域の平均的な侵食速度と

自然条件との関係を定量的に把握できるという利点があ

る[46-48]．一方で，ダムの堆砂量の観測期間がせいぜい

40 年程度であり，長期的な侵食速度の傾向を捉えきれな

い欠点もある． 
平野や盆地，池，湖などに堆積した土砂の体積から，

後背地の侵食量を推定することも行われている[49-52]．
この方法は，万年から数百万年に亘る期間の侵食速度を

推定できる利点があるが，実際に侵食で生じた土砂のう

ちどの程度の割合が堆積するのか，また堆積に要した時

間がどれくらいか等について仮定が必要であり，侵食速

度の推定に誤差を伴う． 
段丘面，溶岩台地，孤立した火山体などの地形面のう

ち，形成年代と形成時の形態が比較的正確に推定できた

ものについて，侵食速度を求めることが行われた．地形

面が形成されて以降に侵食を開始した開析谷を計測して，

その深さから下刻速度が推定された[53-55]．また，開析

谷の体積からは段丘面[56]や火山体[57, 58]の侵食量と平

均的な侵食速度が求められている．また，開析谷の分布

密度などからは段丘面の開析度[59]が計算されている．  
カルスト地帯の河谷には，溶食によって形成された洞

窟がしばしば認められる．この洞窟は，幾つかの高度レ

ベルに認められることがあり，かつての河床の高さが断

続的に変化したことを示している．洞窟に残された堆積

物の年代を 14C 法や U/Th 法などで測定することで，河床

高度の時間変化，すなわち河川の下刻速度を推定した例

もある[60]． 
一方で，河川の側刻速度に関する研究は非常に限られ

ている[61]．その主な要因は侵食に要した時間の見積もり

が困難なためである． 
 
3 隆起・侵食に関する研究の問題点と課題 

 
地形や地質の記録からは，万年オーダー，あるいはそ

れ以上の長期に亘って過去に生じた現象の履歴が得られ

るが，一方で特有の問題点もある．Table 1, 2 に示した各

手法の問題点を見ると，隆起・沈降や侵食の量を算定す

る基準となる地形や地層の「初期条件」（形成時の形態）

の復元と，形成年代を推定する年代測定技術が特に重要

な課題である． 
 
3.1 初期条件の設定 
隆起量の推定に長らく使われてきた“侵食小起伏面”

は，形成プロセスや形成年代に不明瞭な点が多く，また

面の対比自体も不確実な場合があり，現在の知識からは

隆起量の指標として不適切なことが多いとされる[62]．そ
うした理由のために，Fig. 1 では侵食小起伏面を基準にし

た隆起量[12]と，第四紀後期の段丘から推定される値との

間にかなり差が生じている． 
沈降量の推定に使われる，“第四紀層”と“第三紀層”

の境界[12]，あるいは浅海成第四紀層の基底高度[63]も，

堆積年代の推定に加えて，古水深の補正などが難しい．

堆積場と堆積プロセスの復元だけでなく，地層の厚密状

Table 2  Representative methods for estimating the denudation rates 

侵食量の基準 対象期間 年代推定法 事例（文献と場所） 日本列島での適用性と問題点

谷壁の洞窟と現

河床との比高 

0 － 380ky

以上 

U/Th [60]；中国 △，石灰岩地帯で有効 

ダム堆砂量 最大 40 年

程度 

 [45, 46]；日本全国 ○：対象期間が短い 

「天然ダム」の堆

積土砂量 

数万～数百

万年 

火山灰層序

など 

[49]：台湾，[50, 51, 

52]；日本 

△：堆積量と堆積期間の正確

な見積もりが困難 

開析谷の深さ（海

成段丘） 

主に12.5万

年 

火山灰層序

など 

[1]；日本全国 

 

○：平行後退などの影響で，

計測誤差がある 

開析谷の深さ（河

岸段丘） 

１～３万年 表面露出年

代 法 （ 10Be

法など） 

[53, 55]；ヨーロッ

パ，大西洋沿岸 

△－×：日本列島では，10Be

法などの表面露出年代測定に

適した試料の確保が困難 

同上 約１万年 14C 法 [54]；台湾， ○ 

開析谷の深さ（火

山体） 

数千～ 100

万年 

複数の放射

年代測定法 

[57, 58]；日本 △：火山地域に限定 
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態や削剥量などを補正するデータと技術が必要である． 
 
3.2 編年技術の改良 

隆起・沈降運動の開始時期や速度を特定するには，変

動の基準となる地形面や地層の年代を正確に求めること

が必須条件である．第四紀以降の地質時代としては若い

年代を扱うのに良く用いられる方法を Fig. 3にまとめた． 
日本列島は，14C 年代測定データの蓄積や火山灰層序研

究などの発展により，第四紀後期の地形や地層の編年が

世界的にも非常に進んだ地域である[4]．しかし，14C 年

代測定法の限界を超える古い地形や地層で，年代指標と

なる火山灰も未発見な場合には，形成年代の推定や対比

が不確実なこともある．14C 年代測定法とその他の測定法

では，3 万年前から 10 万年前の期間が通常の測定技術で

埋められない測定のギャップである．このギャップに相

当する期間は，地層処分に係わる研究の対象として重要

な時代であるが，これを埋めることは技術面などで難し

い場合が多い． 
こうした問題の解決には，光ルミネッセンス（OSL）

年代測定法や宇宙線生成核種（TCN）法などが有望であ

る．OSL 法は地層中に普遍的に含まれる石英などの鉱物

を用い，かつ測定可能な年代のレンジが 103～106 年と広

い．OSL 年代測定法の場合は，侵食・堆積過程で鉱物粒

子が太陽光に曝されることにより鉱物中の放射線損傷が

解消され，堆積して太陽光から完全に遮断されたときか

ら鉱物中の放射線損傷の生成・蓄積が再度始まること（光

ブリーチング仮説）が前提とされる．この手法では，海

岸段丘堆積物を例に光ブリーチング仮説が成立すると見

なせるデータが得られつつあり[64]，まだ測定誤差が大き

いものの，地形編年データも加味すれば MIS5（約 12.5
万年前）と MIS7（約 20 万年前）の段丘を区分出来るこ

ともある[65, 66]．  
宇宙線生成核種 TCN 法は，地表に降り注ぐ宇宙線によ

って露出した岩石の表層に 10Be や 26Al などの宇宙線生成

核種が，ある一定の率で生成・蓄積することを利用して，

岩石が地表に露出していた期間（表面露出年代）を算定

する[67-70]．宇宙線を遮る水（雪や氷も含む）や堆積物

で厚く覆われることなく，また殆ど侵食も受けずに露出

し続けている岩石が測定の対象となる．こうした岩石の

作る段丘面を刻む谷の深さなどから，下刻速度を求める

Fig. 3  Available time range of representative dating or age estimation methods for the Quaternary sediments 
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ことも行われている[53, 55]． 
FT法やK-Ar法などの鉱物結晶の放射年代測定手法は，

岩体がゆっくりと冷却する過程で鉱物中の放射起源核種

の散逸が止まり閉鎖系になった時期を示す．この時の温

度は閉鎖温度と呼ばれ，鉱物によってある幅に決まって

いる．一つの岩体について閉鎖温度の異なる複数種の鉱

物を用いて多くの放射年代測定を行うと，閉鎖温度が高

い鉱物から低い鉱物へと年代値が若返っていく結果が得

られる．これらのデータを年代と温度を縦・横軸とした

グラフにプロットすると，岩体の冷却過程が復元される

[71]．こうした冷却過程を，山体の熱伝導モデルや地温勾

配などから理論的に導かれる冷却経路と比較すると，岩

体が何時どのような深度に定置したかが推定でき，そこ

から隆起や侵食の時期や規模を推定できることもある

[72-75]．この方法は，放射年代測定に適した鉱物を含む

火山岩や深成岩が露出している地域で適用でき，侵食が

速い山体の中心部などが適している．ただし，計算過程

で多くの仮定が必要である． 
いずれの手法も測定のための理論と技術は進展してお

り，機器の測定精度は第四紀の地殻変動や気候変動の研

究にとって十分な精度に達しつつある[76]．しかし，上述

したような測定に適した条件を満たす試料を入手するこ

とが日本列島では難しい．例えば，OSL 法では，段丘の

離水時期を正確に示し，光ブリーチングが成立している

試料を得ることが難しく，また，TCN 法は日本列島のよ

うな侵食速度が大きい地域では，10Be や 26Al が蓄積する

より先に削剥されてしまう．地層あるいは地形面の形成

後，どのような履歴を辿ったかが正確に分かる岩石試料

を確保することが課題である．  
地質環境の将来予測の研究に必要な年代測定の精度は，

上記の例のように MIS5（約 12.5 万年前）と MIS7（約 20
万年前）の段丘を区別できる程度でよい場合もある．こ

の程度の測定精度であっても，地形や地層の発達と氷期

－間氷期との対応関係を通じて，対象とする地形面の形

成時期を地質年代の世界的な標準である海洋酸素同位体

ステージに，かなり正確に対応させることもできる．こ

のように，地層処分の観点から，どの程度の測定精度が

必要かを検討することも重要である．さらに，各種の年

代測定法を相補的に用いることで，地形や地層の年代を

より正確に推定できるようになるだろう． 
 
3.3 その他の問題点 

内陸部の隆起量の推定には，TT 法[16]が利用できるが，

この方法が有効に使えるのは主に平野部から河川の中流

部までである．山地部では形成年代が正確に決定された

河岸段丘が少ないことや，河岸段丘の比高が必ずしも隆

起量を表わしていない可能性がある[16, 77, 78]．また，河

岸段丘の比高が示す隆起速度は主な河谷沿いの値であり，

地形的に高い山稜部ではより隆起速度が大きいはずであ

る（Fig. 2）．しかし，山稜部の隆起量を直接求める確実

な手法はまだ開発されていない．こうした内陸部の隆起

速度の推定については，正確な年代測定や火山灰層序に

基づく段丘対比の見直し[78, 79]や，内陸部において隆起

と侵食とのバランス状態について研究が進むことで，あ

 
Fig. 4  Schematic illustration of the influences of uplift and erosion on the geological environments   



                    原子力バックエンド研究                March 2005 
 

 120

る程度可能になると考えられる． 
海岸平野の地殻変動を地層記録から復元する際には，

汎世界的な海面変化（ユースタシー）とローカルな地殻

変動の分離が課題である．堆積相などの情報と変動地形

とを組み合わせることで，地殻変動のより詳しい解明が

進むであろう[26, 28]．反射法探査では，探査記録に見ら

れる反射面が何か（侵食面，火山灰層など）を特定する

ことが，地層の堆積と変形の履歴を復元する上で不可欠

である．地表付近の地形と地層のデータ，さらに物理探

査による地下深部のデータを組み合わせて行くことで，

隆起・沈降運動の開始時期や様式などがより詳しく解明

できるようになると期待される． 
 
4 地層処分技術へのリンク 

 
最近では，概要調査地区等の選定と安全規制に係わる

要件が整理されるとともに，地層処分における地質環境

の長期安定性研究の重要性と今後の展望に関する検討も

進んでいる[80, 81]．その中で，地層処分システムの安全

性評価のために特に重要な視点は，「地質学的な長さの時

間で変化する現象を記述すること」，「地質環境への影響

の程度やその範囲を予測評価すること」である． 
前者については，将来の隆起や侵食の量（最大値や平

均値）と様式（隆起や侵食の速さとその空間分布）を予

測することが重点となる．また，後者については，隆起

や侵食によって地形や地層が変化（変形）した結果，土

被り厚や地下水の流動などが「どのような範囲で」，「ど

のように変化するか（あるいは変化しないか）」を評価す

ることが重要である． 
 
4.1 隆起や侵食の量と様式の予測 

地層処分においては，将来の地殻変動や侵食について，

その量や速度（最大値，平均値），向き（傾斜方向など）

を，現実的な値として見積もることが重要である．この

見積もりは，地形や地層の記録に基づいて次のように行

うことになる． 
隆起・沈降の予測では，対象とする地域に分布する変

動地形や地層（地質構造）の種類を調べ，地殻変動のパ

ターンを類型化することが最初のステップである．そし

て，対象とする地域の変動が日本列島で見られる典型な

地殻変動パターン [4, 82, 83]のうち，どれに当たるかを分

類する．次に，その変動の累積が何時から始まり，どの

くらいの速さで進んでいるか，また，変動の空間的広が

りはどのくらいか，を検討する．各パターンの変動地形

や地質構造が，形成開始から時系列に沿ってどのように

発達するかは，天然の事例や理論的な実験からかなり分

かっている．ある地域で見られる変動が，こうした発達

プロセスの中で何処にあるかを明らかにすることで，将

来の変動がどう進展するかを推定し，変動の量や様式が

予測可能となる．  
また，ある地域で見られる地殻変動は，その地域だけ

の局所的なものではなく，より広域に及ぶ変動の一部で

あることが多い．このような場合には，様々な空間サイ

ズと発達段階にある変動地形や地質構造が集まって，全

体として一つの広域的な変動帯を形成していると見るの

が妥当である．日本海東縁変動帯は北海道東岸から北陸

沿岸までを含む広域変動の例であり，様々な規模と発達

段階にある活褶曲などの集合体である[32]．この変動帯に

属する柏崎平野の例では，新第三紀末以降では西側から

東側へと発達段階の若い構造が配列している（褶曲の主

な活動場が東側へ移動している）ことが知られている[84]．
こうした例では，個々の変動地形や地質構造が今後どの

ような推移を辿るかが，広域の変動帯の中に見られる地

形・地質構造発達の時系列と比較することで可能となる． 
地殻変動の数値シミュレーションはめざましく進展し

ているが，そこでは変動地形や地質構造の観察データが

重要な役目を果たしてきた[85-87]．数値解析の結果の妥

当性評価に観察事実が反映され，一方で断片的な観察デ

ータを数値解析が補いつつある．万年オーダーでの長期

的な地殻変動の予測の確実性を増すためには，このよう

な数値解析と野外観察データとの相互補完が必要である． 
 侵食の将来予測についても，まず，地形や地層に残さ

れた過去の履歴を基に現象の類型化を行い，それに基づ

いて時系列に沿った変遷を把握することが重要である．

侵食の研究でも，高速で３次元の地形変化を解析する数

値シミュレーション[88]が行われるようになってきた． 
 

4.2 地質環境への影響の評価 

日本における地層処分の安全確保の基本的な考え方は，

適切なサイト選定によって地層処分にとって安定な地域

を選び，そこに性能に余裕を持たせた人工バリアを設置

し，地下水への十分な工学的対策を講じることである[80]．
法定要件や環境要件などに沿って，過去 10 万年間の総隆

起量が 300 m を越える場所や，処分場およびその周辺の

地質環境に著しい変動をもたらす恐れのある地域は，文

献調査を主体とした概要調査地区選定段階で棄却される

[89, 90]．概要調査およびそれ以降の段階では，残された

地域について，特に，隆起や侵食によって地下水理や水

質へどのような影響が生じるかを評価する必要がある． 
こうした予測評価では，動水勾配のほか，地下水の涵

養域から流出域までの流路を含む水理地質構造に関する

情報が重要である．動水勾配については，将来の地形勾

配だけでなく，透水性などに関係する岩相の 3 次元分布

なども重要な情報となる[1]．水理地質構造については，

流路に分布する地層の種類と厚さなど，透水性や地下水

との反応による水質形成に関与する情報も重要である

（Fig. 4）． 
こうした地形や水理地質構造に関する情報を得るため
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には，フィールドデータだけでなく，数値シミュレーシ

ョンなどを相補的に用いることが重要である．そのため

に，サイクル機構では万年オーダーでの隆起や侵食によ

る地形変化を 3 次元で解析するシミュレーション技術の

開発を進めている[91, 92]． 
 
5 おわりに 

 

地形や地層の情報から，隆起・沈降運動や侵食作用の

解読手法が整いつつあり，それらの情報を応用した将来

予測までもが展望できるようになってきた．この展望を

実現して行くには，上に述べた科学的な基礎研究から安

全な地層処分の実現へ向けた応用研究までが，刺激しあ

い連携して進展していくことが必要である．基礎研究と

しては，隆起・沈降・侵食の速さ，規模（時間・空間的

広がりなど），メカニズムなどを地形や地層から読み出す

技術の改良・開発が必要になる．応用研究としては，科

学的な根拠に基づいて隆起・沈降・侵食の発生予測（時

期や規模）と，それによる地質環境への影響（程度と範

囲）を予測する技術の開発が重要である． 
地層処分システムの性能評価などの工学的見地からは，

必要とする情報の種類とスペック（分解能やデータ形式

など）を自然科学分野に提言し，一方で，自然科学分野

は野外観察データから得られた情報の持つ意味や限界な

どについて工学などの分野に説明することが，地層処分

技術の開発における課題の一つである．このような学際

的な研究分野が相互に理解し合い，成果をフィードバッ

クしていくことがバランスの良い研究の進展につながる． 
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